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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
少なくとも１種の熱可塑性樹脂成分を溶融して紡糸ノズルから吐出させ繊維とし、該繊維
をサクションネットドラム上またはサクションネットコンベア上に堆積捕集して繊維集合
体とし、続いて熱処理により該繊維集合体を構成する該繊維の接点を熱接着させるメルト
ブロー不織布の製造方法において、紡糸ノズルとサクションネットドラムまたはサクショ
ンネットコンベアとの中間に平滑な表面を有し回転する円筒体または平滑な表面を有する
回転移動コンベアを設置し、紡糸ノズルから吐出された繊維の少なくとも一部を半固化状
態のうちに該回転する円筒体または該回転移動コンベアの表面に接触させてから前記サク
ションネットドラムまたはサクションネットコンベア上に移動捕集させることを特徴とす
るメルトブロー不織布の製造方法。
【請求項２】
少なくとも１種の熱可塑性樹脂成分を溶融して紡糸ノズルから吐出させ繊維とし、該繊維
をサクションネットドラム上またはサクションネットコンベア上に堆積捕集して繊維集合
体とし、続いて熱処理により該繊維集合体を構成する該繊維の接点を熱接着させるメルト
ブロー不織布の製造方法において、紡糸ノズルとサクションネットドラムまたはサクショ
ンネットコンベアとの間に平滑な表面を有し回転する円筒体または平滑な表面を有する回
転移動コンベアを設置し、紡糸ノズルから吐出された繊維の一部を少なくとも半固化状態
のうちに該回転する円筒体または該回転移動コンベアの表面に接触させてから前記サクシ
ョンネットドラムまたはサクションネットコンベア上に捕集して繊維集合体（Ｂ’）とし
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、前記紡糸ノズルから同時に吐出された繊維の残部を直接前記サクションネットドラム上
またはサクションネットコンベア上に捕集して、該繊維集合体（Ａ’）として移動させ、
前記繊維集合体（Ａ’）と（Ｂ’）とを合流積層させた後、積層された繊維集合体に熱処
理を行うことを特徴とするメルトブロー不織布の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、吸収性物品に好適な熱可塑性繊維からなる不織布及びその製造方法ならびにそ
れを用いた吸収性物品に関する。
【０００２】
【従来の技術】
　紙おむつ生理用ナプキン等の吸収性物品を構成する材料には、使用される部分に応じて
、通気性、撥水性、不織布強力、肌触り等の諸特性が要求される。これらの要求に応じて
熱可塑性繊維からなる様々な不織布（例えばスパンボンド不織布やメルトブロー不織布等
）が使われている。吸収性物品は、各種不織布や多孔性フィルム等を組み合わせることに
より製造される。
【０００３】
　メルトブロー不織布は、細い径の繊維からなるために、通気性及び撥水性の要求される
用途に適しており、また柔軟性があるという特徴を持っている。―方、メルトブロー不織
布は、繊維同士の接着が弱いため、繊維の落脱が起こり易い、不織布強力が弱い等の問題
がある。したがって、これを吸収性物品に使用する場合、単独では破れ易く、肌と接触す
る部分に使用すると毛羽立つ、肌触りが悪いといった問題がある。繊維の落脱を少なくし
たり、強力を上げるために、メルトブロー不織布を加熱したカレンダーロールでプレスす
る方法もある。しかし、この場合、不織布の表面を滑らかにすることはできるが、不織布
の嵩が減り、硬くなる（柔軟性が低下する）ため、風合いが低下し、結果的に皮膚に対す
る感触が悪くなってしまうという問題がある。
【０００４】
上記問題点を解決するために、メルトブロー不織布の片面または両面にスパンボンド不織
布を貼り合わせて使用することが一般的に行われている。しかし、貼り合わせにより得ら
れる不織布は、紡糸後の後工程でエンボスロールによる熱圧着加工を行うことにより製造
されるため、単一の不織布を製造する場合に比べ、それを製造するための設備投資が非常
に掛かるという問題がある。
本発明の類似の先行技術は、特開平８－２２４４１２に記載されている。この文献には、
メルトブロー紡糸口金から熱可塑性樹脂を噴射させる際に、口金下の鉛直方向から回転中
心をオフセットした捕集ドラムに向け噴射し、そのメルトブロー繊維流の中心線を口金下
の鉛直方向に対して１０～３０度に傾斜させ、またその中心線が捕集ドラムと交差する点
での捕集ドラム上の接線に対して５～２０度にして捕集ドラム上に捕集することにより、
全繊維本数の少なくとも５０％が束上に接合した繊維束であり、該繊維束が実質的に一方
向に配列している不織布を製造することが開示されている。この文献に開示された製造方
法では、フィルターなどの用途に使用可能な剛性が改善された不織布が得られる。
しかし、使い捨ておむつや生理用ナプキン等の吸収性物品に使用できるように、不織布の
片面を滑らかにして肌触りを良くすることについての開示はない。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、不織布強力が高く、柔軟性と肌触り感が良く、毛羽立ちのない不織布及びその
不織布の製造方法、更に、それを用いた吸収性物品を提供することを課題とする。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　本発明者らは、上記課題を解決するべく鋭意研究を重ねた結果、以下の構成を採用する
ことにより、所期の目的が達成される見通しを得て、本発明を完成するに至った。本発明
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は以下の構成を有する。
（１）少なくとも１種の熱可塑性樹脂成分を溶融して紡糸ノズルから吐出させ繊維とし、
該繊維をサクションネットドラム上またはサクションネットコンベア上に堆積捕集して繊
維集合体とし、続いて熱処理により該繊維集合体を構成する該繊維の接点を熱接着させる
メルトブロー不織布の製造方法において、紡糸ノズルとサクションネットドラムまたはサ
クションネットコンベアとの中間に平滑な表面を有し回転する円筒体または平滑な表面を
有する回転移動コンベアを設置し、紡糸ノズルから吐出された繊維の少なくとも一部を半
固化状態のうちに該回転する円筒体または該回転移動コンベアの表面に接触させてから前
記サクションネットドラムまたはサクションネットコンベア上に移動捕集させることを特
徴とするメルトブロー不織布の製造方法。
（２）少なくとも１種の熱可塑性樹脂成分を溶融して紡糸ノズルから吐出させ繊維とし、
該繊維をサクションネットドラム上またはサクションネットコンベア上に堆積捕集して繊
維集合体とし、続いて熱処理により該繊維集合体を構成する該繊維の接点を熱接着させる
メルトブロー不織布の製造方法において、紡糸ノズルとサクションネットドラムまたはサ
クションネットコンベアとの間に平滑な表面を有し回転する円筒体または平滑な表面を有
する回転移動コンベアを設置し、紡糸ノズルから吐出された繊維の一部を少なくとも半固
化状態のうちに該回転する円筒体または該回転移動コンベアの表面に接触させてから前記
サクションネットドラムまたはサクションネットコンベア上に捕集して繊維集合体（Ｂ’
）とし、前記紡糸ノズルから同時に吐出された繊維の残部を直接前記サクションネットド
ラム上またはサクションネットコンベア上に捕集して、該繊維集合体（Ａ’）として移動
させ、前記繊維集合体（Ａ’）と（Ｂ’）とを合流積層させた後、積層された繊維集合体
に熱処理を行うことを特徴とするメルトブロー不織布の製造方法。（以下、「サクション
ネットドラム」は「サクションドラム」、「サクションネットコンベア」は「サクション
コンベア」という。）
　なお、本発明の製造方法によって製造される不織布は、以下のようなものである。
（３）熱可塑性樹脂からなる繊維で構成されるメルトブロー不織布であって、該不織布は
一方の面は粗硬な凹凸面（Ａ）を形成し、他方の面は、紡糸ノズルから吐出された繊維の
少なくとも一部を、半固化状態のうちに、平滑な表面を有し回転する円筒体または平滑な
表面を有する回転移動コンベアの表面に接触させることによって形成された平滑面（Ｂ）
であり、かつ該不織布の繊維接点が熱接着されていることを特徴とする不織布。
（４）前記凹凸面（Ａ）と平滑面（Ｂ）が、粗硬度比Ａ／Ｂ≧１．５である（３）に記載
の不織布。
（５）前記凹凸面（Ａ）と平滑面（Ｂ）が、平均摩擦偏差比Ａ／Ｂ≧２である（３）また
は（４）に記載の不織布。
（６）不織布の平滑面（Ｂ）に分散する繊維が、主として機械方向（ＭＤ方向）に配列し
、その平滑面（Ｂ）の平均配向角度が３０度以下である（３）～（５）のいずれかに記載
の不織布。
（７）不織布の粗硬な凹凸面（Ａ）に分散する繊維が、ランダム分散配列している（３）
～（５）のいずれかに記載の不織布。
（８）不織布の粗硬な凹凸面（Ａ）に分散する繊維の平均配向角度が、平滑面（Ｂ）の平
均配向角度より、少なくとも１５度以上大きい（３）～（７）のいずれかに記載の不織布
。
（９）不織布の機械方向（ＭＤ方向）／横方向（ＣＤ方向）の強度比が、少なくとも１．
３である（３）～（８）のいずれかに記載の不織布。
（１０）不織布を構成する熱可塑性樹脂からなる繊維が、１０℃以上の融点差を有する少
なくとも２種の熱可塑性樹脂からなる複合繊維である、（３）～（９）のいずれかに記載
の不織布。
（１１）不織布を構成する熱可塑性樹脂からなる繊維が、１０℃以上の融点差を有する少
なくとも２種の熱可塑性樹脂からなる混繊繊維である、（３）～（９）のいずれかに記載
の不織布。
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（１２）（３）～（１１）のいずれかに記載の不織布を―部に用いた吸収性物品。
【０００７】
【発明の実施の形態】
以下、本発明について詳細に説明する。
本発明は、熱可塑性繊維からなる不織布の一方の面を滑らかにして毛羽立ちをなくし、他
方の面に凹凸を持たせることで、滑らかな面による肌触り感の向上と凹凸面による柔軟性
の向上を同時に実現させ、かつ充分な強度を有する不織布である。本発明の不織布を吸収
性物品等に使用する場合、皮膚に対する感触を著しく向上させることができる。
【０００８】
　本発明の不織布を形成する熱可塑性樹脂からなる繊維は、不織布を製造する際に繊維接
点が熱接着できるものであれば、特に限定されるものではない。該繊維の具体的な態様と
しては、単一の成分から紡糸されたモノコンポーネント繊維、１０℃以上の融点差を有す
る少なくとも２種の熱可塑性樹脂を複合紡糸した複合繊維が挙げられる。複合繊維の形態
としては、高融点樹脂を芯側、低融点樹脂を鞘側とした鞘芯型または偏芯鞘芯型、高融点
樹脂と低融点樹脂を並列に紡糸した並列型が挙げられる。更にまた、高融点樹脂からなる
繊維と低融点樹脂からなる繊維が各々独立して存在する混繊繊維も挙げられる。上記繊維
が混繊繊維の場合、混繊繊維中に前記複合繊維が混合したものも用いることができる。こ
れらの繊維を使用して不織布とする場合、スルーエアー型ドライヤーにより熱処理を行う
ことで、いずれの繊維も風合いを損なうことなく繊維接点を熱接着でき、繊維落脱や毛羽
立ちを防止した不織布を得ることができる。
【０００９】
　本発明に用いられる熱可塑性樹脂の例としては、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリ
－４－メチルぺンテン、プロピレンと他のα－オレフィンとの２元または３元共重合体、
ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリアミド、ポリカーボネ
ート等の熱可塑性樹脂が挙げられる。複合繊維または混繊繊維とする場合の組み合わせと
しては、これらの中から、その融点差が１０℃以上、好ましくは１５℃以上になるような
樹脂を適宜選択することができる。更には、上に例示した種種の態様の繊維を用いて不織
布を製造する場合、不織布の片方の面の繊維の並びをＭＤ方向に揃えることで、一方向に
不織布強度が必要とされる用途にも適した不織布とすることができる。これら各々の複合
繊維や混繊繊維から製造される不織布としては、メルトブロー紡糸法により製造されたも
のが好適である。
【００１０】
　高融点樹脂と低融点樹脂の複合比もしくは混繊比は、好ましくは８０：２０から２０：
８０である。低融点樹脂が少ないと繊維同士の熱接着点が少なくなり、充分な強度が得ら
れなくなる傾向がある。また、逆に低融点樹脂が多いと、繊維同士を接着するための熱処
理時に溶ける量が多くなることで溶けた樹脂が集まり、繊維径が太い部分と細い部分が現
れて繊維径に斑が生じ、肌触りが悪くなる傾向がある。上記の比のうちより好ましい範囲
は、７０：３０から３０：７０である。
【００１１】
本発明の不織布の製造方法については、添付した図面（図１）にその一例を示す。本発明
において不織布の一方の片面を他方の片面より平滑にする方法としては、例えばメルトブ
ロー紡糸法、フラッシュ紡糸法等により不織布を得る際に、紡糸ノズル１と繊維を捕集す
るサクションコンべア４（これは、サクションドラムでもかまわない。以下「サクション
コンべア等」と記す）との中間に、平滑面を有する回転する円筒体２（これは平滑面を有
する回転移動コンべアでもかまわない。以下「円筒体等」と記す）を設置し、この面に紡
糸された繊維４を半固化状態のときに直接当てて接触させた後に、下方のサクションコン
べア等４の上に繊維を移動捕集させることで不織布の片面を平滑にすることができる。こ
こで、紡糸ノズル１から出た半固化状態の繊維５は、該円筒体等２の表面に接触させるこ
とでこの表面上に一旦堆積され、半ば不織布を形成した状態となる。この状態では繊維の
接点はまだ完全に熱接着されてはいない。この半ば不織布状の繊維は、該円筒体等を回転
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させることにより下方のサクションコンべア等４の上に移動捕集され、さらに熱処理装置
７に送られて繊維の接点が熱接着された不織布となる。
この場合、重要なことは、紡糸直後の繊維が半固化状態のときに該円筒体ヘの接触を行う
ことである。繊維の固化が進んでから接触させた場合、不織布の片面を平滑面（Ｂ）に形
成するのが難しい。紡糸ノズルから出てきた繊維が半固化状態になる紡糸法であれば本発
明を実施することができるが、好ましい態様として例えばメルトブロー法やフラッシュ紡
糸法を挙げることができ、その中でもメルトブロー法は特に好ましい態様である。
該円筒体等の表面を金属ロールや金属べルト等の平滑な面で構成することで、この面に当
たった繊維は、片側が平滑な面を持った不織布状態となって固化する。そのため、次にサ
クションコンべア等に捕集された後も、平滑な面を保持しているのである。
【００１２】
また、平滑面を有する回転する該円筒体等上での堆積する位置を変化させることで、繊維
の密度、配向状態を調節することが可能であり、紡糸ノズルから放出される繊維が、該円
筒体等の面から外れる直前の位置で接触を行い（繊維の放出される方向の直線が、該円筒
体等の円周に対して接線に近くなるように該円筒体を配置して円筒体等の回転方向と同じ
方向に繊維を吹き付けるようにする。図１において円筒体２を少し左に移動させた状態に
て行う）不織布を形成させることで、得られる不織布は、ＭＤ方向に並んだ繊維の割合が
多くなり、結果として、ＭＤ方向の不織布強力が増大された不織布を得ることができる。
紡糸ノズルから放出された繊維の―部を該円筒体等の表面に接触させ、残りを直接サクシ
ョンコンべア等に捕集させる方法、すなわち上記（１３）項の発明は、本発明の特に好ま
しい態様である。この方法を実施するためには、図１の円筒体２を更に左に移動させれば
よい。この態様を図２に示す。
【００１３】
図２の態様では、円筒体等２とサクションコンべア等４の間には後述する繊維集合体（Ａ
’）及び繊維集合体（Ｂ’）が積層状態で通過するに充分な隙間を設けて置くことが好ま
しい。
かかる図２の製造装置において、紡糸ノズル１より紡糸された繊維５の一部を半固化状態
のうちに、前記円筒体等２に直接当てて接触堆積させた後、回転円筒体２の矢印Ｘ方向の
回転で堆積された繊維は回転円筒体２の平滑面と接触しながら下方のサクションコンべア
等４の上に堆積する。この結果、前記円筒体等２と接触した面には、平滑面（Ｂ）が形成
された繊維集合体（Ｂ’）５Ｂが得られるのである。
【００１４】
一方、紡糸ノズル１より同時に吐出された繊維の残部は直下に設置されたサクション３で
直接吸引され、サクションコンべア等４上に捕集堆積されるので、サクションコンべア等
４のネットと接触した面には、ネットの凹凸により粗硬な凹凸面（Ａ）が形成された繊維
集合体（Ａ’）５Ａが形成される。この動作は連続的に行われるので、繊維集合体（Ａ’
）５Ａは、サクションコンべア等４上を矢印Ｚ方向に移動搬送され、前記繊維集合体（Ｂ
’）５Ｂも平滑面（Ｂ）を上にして繊維集合体（Ａ’）５Ａと合流積層されることで、下
方の面には粗硬な凹凸面（Ａ）を有する繊維集合体（Ａ’）５Ａが、ー方、上方の面には
平滑面（Ｂ）を有する繊維集合体（Ｂ’）５Ｂからなる積層繊維集合体シート（不織布）
６が得られる。
つまり、図２の装置により製造された本発明の不織布は、サクションコンべア等４にも紡
糸後の半固化状態に近い繊維がネット孔を通して吸引力で直接捕集堆積されるので、図１
の装置により製造された不織布に比べて、ネット側の面は粗硬感のある凹凸を有する凹凸
面（Ａ）がより顕著に発生するのである。
積層繊維集合体シート６は、サクションコンべア等４上を矢印Ｚ方向に搬送され熱処理装
置７に送られる。ここで、繊維接点が熱接着され、繊維集合体（Ａ’）５Ａ及び繊維集合
体（Ｂ’）５Ｂが一体化された本発明の不織布を得ることができるのである。
【００１５】
粗硬な凹凸の隆起程度は、コンべアのメッシュ、吸引力、コンべアの移動速度、紡糸吐出
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量、紡糸速度、繊度、目付、円筒体等のサクションコンべア等への押しつけ圧力等を調節
することで様々なものが得られる。凹凸の隆起形状もシボ状、ループ状、突起状などが形
成されるが、特に限定されるものではない。この操作により、不織布の柔軟性が向上する
ため、平滑面側から触れた時に、より肌触りの良い不織布とすることができる。
【００１６】
また、円筒体等をＹ－Ｙ’方向に移動させ、円筒体等の上において接触させる繊維の量を
変化させることで、繊維の密度、配向状態、配向した繊維の量を調節することが可能であ
り、できるだけ接触させる繊維の量を多くすれば、得られる不織布は、ＭＤ方向に並んだ
繊維の割合が多くなり、結果として、ＭＤ方向の不織布強力が増大された不織布を得るこ
とができる。
【００１７】
不織布の一方の片面を平滑面（Ｂ）に形成するためには、紡糸ノズルから吐出された繊維
を半固化状態のうちに平滑な表面を有する回転する円筒体等の表面に接触させてからサク
ションコンべア等の上に捕集させることが必要であり、この回転する円筒体等の表面に接
触した面が不織布の平滑面（Ｂ）となる。なお円筒体等の表面の材質は、メルトブロー紡
糸時の紡糸ノズルより噴出される熱風の温度に耐えるものであれば、金属の他に、紙管や
テフロン等でもかまわない。但し、その面の粗度が大きい状態であると、不織布表面も粗
い状態となるため注意が必要である。また、必要に応じて円筒体または回転移動コンべア
のべルトに空冷や水冷の機構を設けて、表面温度が上昇しすぎないように調節してもよい
。
【００１８】
円筒体の最大直径または該回転移動コンべアのべルトを回転させ、保持しているロール直
径は、紡糸ノズルとサクションドラムまたはサクションコンべアの間の距離（以下ＤＣＤ
と略記する。）にもよるが、通常直径４～５０ｃｍのものが使用される。直径が小さすぎ
ると繊維を形成する面のＭＤ方向の幅が小さくなり、紡糸された繊維をＭＤ方向に配向さ
せる場合には、直接サクションコンべア等に捕集される繊維が多くなり、充分に配向でき
ない結果となる。また、直径が大きすぎると紡糸ノズルとの距離が短くなり、紡糸ノズル
より噴出される熱風を乱し、繊維の飛散や不織布幅方向の均一性を損なうため、ＤＣＤの
１／２までとした方が望ましい。
【００１９】
この製法による不織布の平均繊維径は、１～１００μｍ程度までのものが得られるが、細
すぎると通気性が低下し、太すぎると肌触り感が損なわれるため、実際に吸収性物品に用
いられるものとしては、平均繊維径が２～５０μｍ程度のものが好ましい。また、不織布
の目付としては、目付が少ないと不織布強力が低下し、逆に目付が多いと柔軟性が損なわ
れるため５～８０ｇ／ｍ2のものが好ましい。
【００２０】
本発明の不織布において粗硬な凹凸面（Ａ）および平滑面（Ｂ）の状態の差を表すために
ＪＩＳ　Ｂ　０６０１に準拠し測定される粗硬度比を用いることができる。
すなわち、肌触り感を向上させるため不織布の粗硬度は、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１に準拠し
て測定した粗硬な凹凸面（Ａ）の平均粗さを平滑面（Ｂ）の平均粗さで割ることで表した
粗硬度比Ａ／Ｂを１．５以上、より好ましくは２以上にすることが望ましい。この値が小
さいとざらつき感を生じ、肌触りを低下させてしまう。
なお、平滑面の粗硬度は、円筒体または回転移動コンべアのべルトにおける表面に、梨地
加工を施したり、微小な編み目、絵柄模様を入れるなどの方法により調節してもよい。こ
の場合は、平滑面（Ｂ）が著しく微小な凹凸を有しながら平滑性を有する味わいのある風
合いとなる。
【００２１】
また、本発明の不織布の粗硬な凹凸面（Ａ）および平滑面（Ｂ）の状態の差を表すために
、摩擦感テスターによって測定される平均摩擦偏差比を用いることもできる。すなわち、
摩擦感テスターで測定した粗硬な凹凸面（Ａ）の平均摩擦偏差を平滑面（Ｂ）の平均摩擦



(7) JP 4110651 B2 2008.7.2

10

20

30

40

50

偏差で除すことで表した平均摩擦偏差比Ａ／Ｂを２以上、より好ましくは２．５以上とす
ることで、より肌触りの良い、不織布面を形成することができる。この値は大きい場合に
は問題とならないが、２．０を下回ると、抵抗感が生じ肌触りを悪くする要因となる。
【００２２】
更に、一方向だけに不織布強度が必要な場合には、円筒体等の上に不織布が形成される位
置を調節することで繊維のＭＤ方向への配向度を増やすことでＭＤ方向の不織布強力を上
げることが可能である。ＭＤ方向を０度とし、これに対して、繊維の軸方向がＭＤ方向と
成す角度の平均値をＭＤ配向角度としたとき、この値が３０度以内となるような状態に円
筒体等を配置することでＭＤ方向の不織布強度に優れた不織布を得ることができる。具体
的にはＭＤ方向／ＣＤ方向の不織布強度比が１．３以上、好ましくは１．５以上となるこ
とが望ましく、この値より低いと吸収性物品に使用されたときの強度が充分得られず、延
び過ぎたり、破れたりしてしまう。
【００２３】
不織布の繊維落脱防止や不織布強度を出すためには、不織布の熱処理が必要であり、遠赤
外線ヒーターやスルーエアー型ドライヤーによる方法が挙げられるが、遠赤外線ヒーター
は、目付が大きい場合や繊維径が細い場合、不織布への熱の通りが悪いため、スルーエア
ー型ドライヤーによる熱処理が望ましい。処理温度としては、充分な熱接着と加熱しすぎ
による風合いの低下を考慮し、低融点樹脂の融点以上高融点成分の融点以下の温度が望ま
しい。
【００２４】
　以上の様に、本発明の不織布は、熱可塑性繊維からなる不織布の一方の面を滑らかにす
ることで、この面を肌側になるように吸収性物品に使用したとき、肌触りを向上させ、他
方の面に凹凸を付けることで、凹凸によるクッション性と凹部による屈曲性により不織布
の柔軟性も向上させている。また、高融点樹脂と低融点樹脂からなる複合繊維または混繊
繊維を使用することで、風合いを損なうことなく繊維交点を熱接着し、繊維落脱を防止し
ている。更に、平滑面側の繊維の並びをＭＤ方向に揃えることで、不織布強度が必要とさ
れる用途にも対応ができるのである。このため、従来はスパンボンド不織布との貼り合わ
せが必要であったところでも貼り合わせを必要としなくすることが可能である。したがっ
て、貼り合わせるスパンボンド不織布の量を減らすことが可能となるため、製造工程の簡
略化やコスト削減に有益である。
【００２５】
【実施例】
以下、実施例及び比較例により本発明を詳細に説明するが、本発明はこれら実施例に限定
されるものではない。なお、各例において用いた測定方法を以下に示す。
〇平均繊維径
不織布を構成する繊維の電子顕微鏡画像を画像処理装置に取り込み、繊維直径を１００本
測定し、その平均値を平均繊維径とした。
〇粗硬度比
ＪＩＳ　Ｂ　０６０１に準拠し、不織布の表裏面において、平均粗さを測定長１０ｍｍで
ＭＤ方向とＣＤ方向それぞれ３ケ所測定し、各面の平均値をその面における平均粗さとし
た。次に、本発明の不織布についてはＤＣＤの間に設けた円筒体等の表面に当たる面、そ
れ以外の不織布についてはサクションコンべア等に当たる面における平均粗さで、一方の
面の平均粗さを割った値を粗硬度比とした。
〇平均摩擦偏差比
摩擦感テスター（カトーテック製）を用い、試料移動速度１ｍｍ／ｓｅｃにて表裏面の各
平均摩擦偏差を測定した。次に、本発明の不織布についてはＤＣＤの間に設けた円筒体等
の表面に当たる面、それ以外の不織布についてはサクションコンべア等に当たる面におけ
る平均摩擦偏差で、一方の面の平均摩擦偏差を割った値を平均摩擦偏差比とした。
〇平均配向角度
不織布の表裏面において繊維の電子顕微鏡画像を画像処理装置に取り込み、任意の繊維１
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００本に対して繊維長１ｍｍの軸方向を直線で結んだ線とＭＤ方向が成す角度を－９０度
～９０度の範囲で測定し、マイナスの角度はプラスに変換した後、全ての角度の平均値を
その面での平均配向角度とした。
〇毛羽立ち
ＪＩＳ　Ｌ　０８４９に準拠し、ラビングメーター（スガ試験機製）を用い、１回／ｓｅ
ｃの往復摩擦を１００回行い、目視判定した。毛羽立ちがないものを良、毛羽立ちがある
ものを不良とした。なお、本発明の不織布については平滑面を測定した。
〇肌触り
モニター１０人が、不織布表面の手触りによる官能試験を行い、肌触りが良いと感じたら
１点／人で加点した。なお、本発明の不織布については平滑面を測定した。
〇強度比
ＪＩＳ　Ｌ　１０９６に準拠し、ＭＤ方向とＣＤ方向の引張強度をそれぞれ３回測定し、
各平均値を不織布の強度とした。次に、ＣＤ方向の強度で、ＭＤ方向の強度を割った値を
強度比とした。
〇耐水圧
耐水圧測定器（東洋精機製作所製）を用い、サンプル５枚の平均値を耐水圧とした。なお
、本発明の不織布については平滑面を水に当たる面として測定した。
【００２６】
（実施例１）メルトブロー用並列型複合糸紡糸ノズル（ホール径０．３ｍｍ、１．０ｍｍ
ピッチ、５０１ホール）より、高融点樹脂としてポリプロピレン（ＭＦＲ７２ｇ／１０分
（２３０℃）、ｍｐ．１６２℃）を、低融点樹脂として高密度ポリエチレン（ＭＩ３８ｇ
／１０分（１９０℃）、ｍｐ。１３３℃）を紡糸温度２８０℃、成分比率５０：５０で押
し出し、３６０℃の加熱空気を用いてメルトブロー紡糸した。ＤＣＤは５０ｃｍとし、サ
クションコンベアと接するように直径１０ｃｍ、幅５１０ｍｍのステンレス製のロールを
設置して、サクションコンベアと同じ周速で回転させ、メルトブロー紡糸した繊維の一部
をこのロール上に直接当てて堆積した後、引き続き下方のサクションコンベア上へ移動捕
集させることで不織布を作製した。次に、この不織布を加熱温度１３３℃のスルーエアー
型ドライヤーに通して低融点樹脂を溶融させることで繊維接点を熱接合させた、平均繊維
径４μｍ、目付２０ｇ／ｍ２の不織布を作製した。得られた不織布は、平滑なステンレス
製ロール面と接触した面は平滑面（Ｂ）を形成し、他方の面は粗硬な凹凸面（Ａ）を形成
していた。測定結果は表１、表２に示す。
【００２７】
（比較例１）
メルトブロー用単一糸紡糸ノズル（ホール径０．３ｍｍ、１．０ｍｍピッチ、５０１ホー
ル）より、高密度ポリエチレン（ＭＩ３８ｇ／１０分（１９０℃）、ｍｐ．１３３℃）を
紡糸温度２７０℃で押し出し、３６０℃の加熱空気を用いてメルトブロー紡糸した。ＤＣ
Ｄは５０ｃｍとし、メルトブロー紡糸した繊維を直接サクションコンべア上に捕集するこ
とで、平均繊維径４μｍ、目付２０ｇ／ｍ2の不織布を作製した。得られた不織布は両面
とも粗硬な状態の凹凸面（Ａ）であった。測定結果は表１、表２に示す。
【００２８】
（実施例２）メルトブロー用鞘芯型複合糸紡糸ノズル（ホール径０．３ｍｍ、１．０ｍｍ
ピッチ、５０１ホール）より、高融点樹脂としてポリプロピレン（ＭＦＲ７２ｇ／１０分
（２３０℃）、ｍｐ．１６２℃）を、低融点樹脂として高密度ポリエチレン（ＭＩ３８ｇ
／１０分（１９０℃）、ｍｐ．１３３℃）を紡糸温度２８０℃、成分比率５０：５０で押
し出し、３６０℃の加熱空気を用いてメルトブロー紡糸した。ＤＣＤは５０ｃｍとし、サ
クションコンベアと接するように直径１０ｃｍ、幅５１０ｍｍのステンレス製のロールを
設置して、サクションコンベアと同じ周速で回転させ、メルトブロー紡糸した繊維の一部
をこのロール上に直接当てて堆積した後、引き続き下方のサクションコンベア上ヘ移動捕
集させることで不織布を作製した。次に、この不織布を加熱温度１３５℃のスルーエアー
型ドライヤーに通して低融点樹脂を溶融させることで繊維接点を熱接合させた、平均繊維
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径６μｍ、目付３０ｇ／ｍ２の不織布を作製した。得られた不織布は、平滑なステンレス
製ロール面と接触した面は平滑面（Ｂ）を形成し、他方の面は粗硬な凹凸面（Ａ）を形成
していた。測定結果は表１、表２に示す。
【００２９】
（比較例２）
比較例１と同じノズルより、ポリプロピレン（ＭＦＲ７２ｇ／１０分（２３０℃）、ｍｐ
．１６２℃）を紡糸温度２８０℃で押し出し、３６０℃の加熱空気を用いてメルトブロー
紡糸した。ＤＣＤは５０ｃｍとし、メルトブロー紡糸した繊維を直接サクションコンべア
上に捕集することで、平均繊維径６μｍ、目付３０ｇ／ｍ2の不織布を作製した。得られ
た不織布は両面とも粗硬な状態の凹凸面（Ａ）であった。測定結果は表１、表２に示す。
【００３０】
（実施例３）
実施例２と同じノズルより、高融点樹脂としてエチレングリコールテレフタレート・イソ
フタレート共重合体（ｍｐ．１６０℃）を、低融点樹脂として高密度ポリエチレン（ＭＩ
３８ｇ／１０分（１９０℃）、ｍｐ．１３３℃）を紡糸温度２９０℃、成分比率６０：４
０で押し出し、３８０℃の加熱空気を用いてメルトブロー紡糸した。ＤＣＤは５０ｃｍと
し、サクションコンべアと接するように直径１０ｃｍ、幅５１０ｍｍのステンレス製のロ
ールを設置して、サクションコンべアと同じ周速で回転させ、メルトブロー紡糸した繊維
の一部をこのロール上に直接当てて堆積した後、引き続き下方のサクションコンべア上ヘ
移動捕集させることで不織布を作製した。次に、この不織布を加熱温度１３３℃のスルー
エアー型ドライヤーに通して低融点樹脂を溶融させることで繊維接点を熱接合させた、平
均繊維径８μｍ、目付３５ｇ／ｍ2の不織布を作製した。得られた不織布は、平滑なステ
ンレス製ロール面と接触した面は平滑面（Ｂ）を形成し、他方の面は粗硬な凹凸面（Ａ）
を形成していた。測定結果は表１、表２に示す。
【００３１】
（比較例３）
実施例３と同じノズル及び同じ原料を用い、紡糸温度２９０℃で押し出し、３８０℃の加
熱空気を用いてメルトブロー紡糸した。ＤＣＤは５０ｃｍとし、メルトブロー紡糸した繊
維を直接サクションコンべア上に捕集することで不織布を作製した。次に、この不織布を
加熱温度１３５℃のスルーエアー型ドライヤーに通して低融点樹脂を溶融させることで繊
維接点を熱接合させた、平均繊維径８μｍ、目付３５ｇ／ｍ2の不織布を作製した。得ら
れた不織布は両面とも粗硬な状態の凹凸面（Ａ）であった。測定結果は表１、表２に示す
。
【００３２】
（実施例４）２成分を紡糸孔から交互に押し出すメルトブロー用混繊糸紡糸ノズル（ホー
ル径０．３ｍｍ、１．０ｍｍビッチ、５０１ホール）より、高融点樹脂としてポリプロピ
レン（ＭＦＲ６７ｇ／１０分（２３０℃）、ｍｐ．１６２℃）を、低融点樹脂としてプロ
ピレン－エチレン－ブテン－１三元共重合体（エチレン：２．３重量％、ブテン－１：４
．２重量％、ＭＦＲ６０ｇ／１０分（２３０℃）、ｍｐ．１３５℃）とを紡糸温度２９０
℃、成分比率５０：５０で押し出し、３５０℃の加熱空気を用いてメルトブロー紡糸した
。ＤＣＤは５０ｃｍとし、サクションコンベアと接するように直径１０ｃｍ、幅５１０ｍ
ｍのステンレス製のロールを設置して、サクションコンベアと同じ周速で回転させ、メル
トブロー紡糸した繊維の一部をこのロール上に直接当てて堆積した後、引き続き、下方の
サクションコンベア上へ移動捕集させることで不織布を作製した。次に、この不織布を加
熱温度１３５℃のスルーエアー型ドライヤーに通して低融点樹脂を溶融させることで繊維
接点を熱接合させた、平均繊維径８μｍ、目付３５ｇ／ｍ２の不織布を作製した。得られ
た不織布は、平滑なステンレス製ロール面と接触した面は平滑面（Ｂ）を形成し、他方の
面は粗硬な凹凸面（Ａ）を形成していた。測定結果は表１、表２に示す。
【００３３】
（比較例４）
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実施例４と同じノズル及び同じ原料を用い、紡糸温度２９０℃で押し出し、３５０℃の加
熱空気を用いてメルトブロー紡糸した。ＤＣＤは５０ｃｍとし、メルトブロー紡糸した繊
維を直接サクションコンべア上に捕集することで、不織布を作製した。次に、この不織布
を加熱温度１３５℃のスルーエアー型ドライヤーに通して低融点樹脂を溶融させることで
繊維接点を熱接合させた、平均繊維径８μｍ、目付３５ｇ／ｍ2の不織布を作製した。得
られた不織布は両面とも粗硬な状態の凹凸面（Ａ）であった。測定結果は表１、表２に示
す。
【００３４】
　実施例で示した本発明の不織布は、毛羽立ちが無く、肌触りが良好で、ＭＤ方向の不織
布強度に優れたものであった。これに対して、比較例で示した不織布は、耐水圧について
は同等の性能であるが、毛羽立ちが多かったり、毛羽立ちが少なくても、肌触りの悪いも
のであった。
【００３５】
次に、実施例１～４で得られた本発明の不織布と比較例１～４で得られた不織布を吸収性
物品に使用し、着用試験を実施した。
（実施例５）
実施例１で得られた不織布を平滑面（Ｂ）が肌方向となる用に、生理用ナプキンのサイド
シートとして使用した。得られた生理用ナプキンを着用試験したところ、結果は表３に示
すように、肌触りが良好で、液漏れがなく、着用後の毛羽立ちも無い良好な結果であった
。
【００３６】
（実施例６）
実施例２で得られた不織布を平滑面（Ｂ）が肌方向となる用に、使い捨ておむつのサイド
ギャザーとして使用した。得られた使い捨ておむつを着用試験したところ、結果は表３に
示すように、肌触りが良好で、液漏れがなく、着用後の毛羽立ちも無い良好な結果であっ
た。
【００３７】
（実施例７）
実施例３で得られた不織布を平滑面（Ｂ）が肌方向となる用に、使い捨ておむつのラウン
ドシートとして使用した。得られた使い捨ておむつを着用試験したところ、結果は表３に
示すように、肌触りが良好で、液漏れがなく、着用後の毛羽立ちも無い良好な結果であっ
た。
【００３８】
（実施例８）
実施例４で得られた不織布を平滑面（Ｂ）が肌方向となる用に、使い捨ておむつのウェス
トギャザーとして使用した。得られた使い捨ておむつを着用試験したところ、結果は表３
に示すように、肌触りが良好で、液漏れがなく、着用後の毛羽立ちも無い良好な結果であ
った。
【００３９】
（比較例５）
比較例１で得られた不織布を生理用ナプキンのサイドシートとして使用した。得られた生
理用ナプキンを着用試験したところ、結果は表３に示すように、液漏れは無いが、肌触り
が悪く、使用後に毛羽立ちが見られ、性能の悪いものであった。
【００４０】
（比較例６）
比較例２で得られた不織布を使い捨ておむつのサイドギャザーとして使用した。得られた
使い捨ておむつを着用試験したところ、結果は表３に示すように、液漏れは無いが、肌触
りが悪く、使用後に毛羽立ちが見られ、性能の悪いものであった。
【００４１】
（比較例７）
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比較例３で得られた不織布を使い捨ておむつのラウンドシートとして使用した。得られた
使い捨ておむつを着用試験したところ、結果は表３に示すように、液漏れは無いが、肌触
りが悪く、使用後に毛羽立ちが見られ、性能の悪いものであった。
【００４２】
（比較例８）
比較例４で得られた不織布を使い捨ておむつのウェストギャザーとして使用した。得られ
た使い捨ておむつを着用試験したところ、結果は表３に示すように、液漏れは無いが、肌
触りが悪く、使用後に毛羽立ちが見られ、性能の悪いものであった。
【００４３】
【表１】

【００４４】
【表２】
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【００４５】
【表３】

【００４６】
【発明の効果】
本発明の不織布は、一方の面を他方の面より平滑にすることで従来の不織布で得られなか
った肌触りを著しく良好にし、かつ、融点差が１０℃以上を有する２成分以上の熱可塑性
繊維を用い、繊維接点を熱接着させることで繊維の落脱や毛羽立ちを抑えることができる
。更に、ＭＤ方向に繊維を配向させることによりＭＤ方向における不織布強力を増強させ
、従来のメルトブロー不織布が持つ欠点を改良することで、吸収性物品に好適なメルトブ
ロー不織布を提供することができる。
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【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の不織布の製造方法の一例を表わした概略図。
【図２】本発明の不織布の製造方法の特に好ましい一例を表わした概略図。
【符号の説明】
１　　紡糸ノズル
２　　平滑な表面を有する円筒体
３　　サクション
４　　サクションコンベア
５　　繊維
５Ａ　繊維集合体（Ａ’）
５Ｂ　繊維集合体（Ｂ’）
６　　不織布（積層繊維集合体シート）
７　　熱処理装置
（Ａ）　粗硬な凹凸面
（Ｂ）　平滑面

【図１】

【図２】
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